
こ障福第 2934 号 
令和４年１月 21 日 

横浜市内の障害児通所支援事業所 管理者 様 
横浜市こども青少年局障害児福祉保健課長 

 
【新型コロナウイルス関連】横浜市内の障害児通所支援事業所の対応について（通知） 

 
 本市の児童福祉施策の推進につきまして、格段の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 
 事業所におかれましては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、日々ご対応いた

だき、心より御礼申し上げます。 
 さて、現在新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、神奈川県内が「新型コロナウイル

ス感染症まん延防止等重点措置」を実施すべき区域として指定されました。 
つきましては、濃厚接触者の待機期間の考え方以外は変更ありませんが、改めて対応等につい

て通知します。なお、今後、情勢の変化により国や県から新たな考え方が示され、対応を変更す

る必要がある場合は、随時お知らせします。 
 

１ サービス提供等について 

(1) 事業所でのサービス提供 

原則、感染予防を徹底の上、引き続き開所をお願いします。 
感染予防等については、正しい知識をすべての職員が理解することが重要です。必要に応

じ、国から示されている「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」

等を活用ください。 
また、引き続き、感染拡大につながる恐れのあるプログラムの実施は避けてください（混

雑した場所へ外出、調理プログラム、外食、他事業所と合同の行事、閉鎖された遊戯施設等

に不特定多数の方々と滞在、等）。 
感染拡大の防止を念頭に置き、現在の社会情勢に応じた障害児通所支援事業におけるプロ

グラムとしてふさわしい内容をご検討ください。 
 

(2) 利用児童の受入れ 

事業所での密を回避するため、状況に応じ、引き続き、保護者に協力を求めても差し支え

ありません。（利用日数や利用時間の短縮、支援方法をオンラインに切り替える、等） 
なお、この対応は利用制限を求めるものではありません。各事業所での支援方法やプログ

ラム内容、児童や家庭の状況に応じ、ご対応ください。 
 

(3) サービス提供の縮小、休業を検討する場合 

以下の順でご検討をお願いします。 
① 営業時間の短縮や支援方法の変更等、サービス提供の縮小による営業継続を検討 
② 検討の結果、縮小して実施することも困難な場合、事業所の臨時休業を検討 
③ 臨時休業等を行う場合 
・必ず利用児童の保護者に説明、必要に応じて可能な限り他事業所の利用調整 
・あらかじめ、横浜市宛て電話にて報告（短期間の休業であれば休止届は不要） 
・臨時休業中においても、家族の孤立防止や、児童や保護者のストレスの緩和等のために、

必要に応じて、電話や訪問等による相談支援の実施の検討 



２ 事業所の開設状況についての報告のお願い 

  令和４年１月 21 日（金）時点における、事業所の今後の運営予定について、以下によりご

報告をお願いします。 

  https://www.e-shinsei.city.yokohama.lg.jp/yokohama/uketsuke/dform.do?id=1642575273794 

 

３ 学校が臨時休校、短縮授業、分散登校になった際の学校休業日単価について 

  通常、児童毎に、登校日か否かで判断をお願いしていましたが、９月サービス提供分から、

分散登校等にあたり、通常の授業の終了後の利用開始時間より前から利用する児童については、

登校日か否かに関わらず、学校休業日の利用に該当するものとして、学校休業日単価を適用し

て差し支えないこととします。 

なお、本通知に基づき、分散登校等であっても、通常の放課後と同様のサービス提供時間と

なる場合は、放課後単価となります。また、請求にあたってはあらかじめ、保護者の説明をお

願いします。 

（例） 

・分散登校等が実施され、通常の利用開始時間より前から 

サービス提供した児童（登校日か否かに関わらず）      → 学校休業日 

・分散登校等が実施されたが、通常の利用開始時間どおりに   

サービス提供した児童（登校日か否かに関わらず）      → 放課後 

・学校の臨時休業措置中                   → 学校休業日 

・新型コロナウイルス陽性者の発生等で学校が臨時休業した場合 → 学校休業日 

 

※ 分散登校等の児童と、それ以外の児童が混在する場合、上記の考え方に基づき、各児童毎

に報酬を算定します。 

※ 学校等の臨時休校等に伴い、臨時的に営業時間を延長して学校休業日単価でサービス提供

する場合、開所時間減算は適用しないことします。 

※ 新型コロナを理由として児童が自主的に学校を休み、サービス提供した場合も、通常の利

用開始時間より前からサービス提供した場合は、学校休業日単価で差し支えありません。                   

※ 「通常の利用開始時間」とは、分散登校等ではない日の、その児童の学校の授業の終了時

間から想定される、事業所の利用開始時間のことを言います。 

 

 ４ 児童や職員に感染が確認された場合の対応について （太字下線が今回改正箇所） 

  本市においても、国が発出している「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点

について（その２）（一部改正）」と原則同様の取扱いとします。あわせて、「令和２年７月 16

日付こ障福第 1177 号横浜市立学校において新型コロナウイルスが発生した場合の対応につい

て」等に基づいて対応をお願いします。 

  厚生労働省からオミクロン株の患者の濃厚接触者については、現時点までに得られた潜伏期

間に関する科学的知見に基づき、濃厚接触者の待機期間を最終曝露日（陽性者との接触等）か

ら原則 10日間とする旨通知がありましたのでご確認ください。 

また、厚生労働省から１月 14 日付けで別途通知が発出されています。障害児通所支援事業

は本通知に基づく、社会生活を維持するために必要な事業に該当します。そちらの内容もご確

認いただき、それぞれ必要な対応をお願いいたします。 

  なお、国通知の通り、原則、検査は事業所の負担（自費検査）となりますが、本市では障害

児通所支援事業所等の児童施設を対象に、抗原検査キットを配付する予定です。配付時期や本

数は、現在、調整中のため、準備ができ次第、あらためてご連絡します。 

https://www.e-shinsei.city.yokohama.lg.jp/yokohama/uketsuke/dform.do?id=1642575273794


５ いわゆる「代替的な支援」の提供について 

これまでの取扱いにおける、利用児童の居宅への訪問や電話等での健康管理や相談支援等の

代替的な支援（以下「代替的な支援」とします。）について、当面の間、引き続き提供するこ

とは可能です。以下の点に十分留意のうえ請求してください。（国の障害児通所支援に係るＱ

＆Ａ p.7「（３）代替的な支援の取扱い」以降を、必ずご確認ください。） 

自宅での様子伺いや児童の健康管理を行う代替的な支援は、原則として、児童の身体状況等

によって登校等が困難な場合や、事業所への通所も困難である等の場合に、保護者に対して説

明、同意を得た上で実施してください。 

(1) 支援内容について 

現在の社会情勢に鑑み、新型コロナウイルス感染症の予防等を理由として、オンラインで

代替的な支援を提供することは差し支えありませんが、一時的な措置であることを保護者と

も確認の上、実施してください。 

なお、利用者負担軽減の取扱いはありません。 

 

(2) 報酬の対象とするための条件 

ア 当該児童が新型コロナウイルス感染症の予防等のため、当初利用予定日に事業所に通所

していないこと 
イ 居宅への訪問、電話、ビデオ通話等により支援を行うこと 
ウ 「通常のサービス利用とみなされること」及び「利用者負担が発生すること」について、

事前に保護者へ説明し、同意を得ること 
エ 実績記録票に、「訪問（電話等）による支援であること」及び「支援を行った時間」を

記載し、保護者の押印を得ること 
オ 相談内容等について記録すること 

 

(3) その他 

ア これについて、「◯◯分以上支援をしなければならない」といった制限は設けませんが、

通常の欠席連絡にとどまる場合には、欠席時対応加算での対応としてください。 
イ 代替的な支援の増のみを目的とした支給量の増は、原則として、行いません。 
ウ 原則として、当初利用予定日に代替的な支援を提供してください。電話の行き違いや保

護者の都合等で当初利用予定日に代替的な支援が行えなかった場合、数日内の支援の実施

であれば当初利用予定日に算定してください。このとき、サービス提供実績記録票は算定

した当初利用予定日に記入して、備考欄等に実施した日を補記しておいてください。 
エ 支援の内容についての記録については、必ず事業所に備え付けるようにしてください。 
オ 真に必要な支援かどうかを十分に判断し、保護者の同意のないサービス提供や、欠席連

絡等を代替的な支援にすることの無いようにしてください。 
カ 事業所からの、個別性のない一方的な連絡（留守番電話への吹き込み、メール・SNS
等で連絡を送ったのみで返信がないまま、インターネットサイト・動画を見てもらうだけ）

等は、報酬の対象としては認めません。 
 

６ 人員配置基準等に関する取扱いについて 

(1) 人員配置基準等に関する取扱い 

当面の間、国からの通知のとおり継続します。 
 
 
 
 



(2) 定員超過利用減算等の取扱い 

   感染拡大の防止という目的及び国の通知の趣旨をふまえ、真にやむを得ない場合等の新型

コロナウイルスに関連した理由を除き、安易に定員を超過しないようにしてください。新型

コロナウイルスに関連した理由と認められない場合は定員超過減算の対象となります。 

   なお、一日の受け入れ人数には、事業所での受け入れ人数と、いわゆる代替的な支援を提

供した人数の合算が１日の利用実績となりますので、ご留意ください。 

 
７ その他 

  本通知の特段の記載がない事項については、当面の間、国からの通知のとおりとします。 
 
 

【担当】横浜市こども青少年局障害児福祉保健課 

電話 045-671-4274 

FAX 045-663-2304 

 

【参考】障害児者施設等の従事者に対する PCR検査の実施延長について 

神奈川県と横浜市健康福祉局健康安全課が連携して実施しております、障害福祉サー

ビス事業所等の従事者を対象とした無料の PCR検査について、令和４年３月まで延長し

ています。詳細は下記のホームページをご確認ください。 

 

   URL: https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/fukushi-kaigo/fukushi/pcr.html 
 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/fukushi-kaigo/fukushi/pcr.html


【参考】 

Ｑ１ 令和４年１月 14 日付の国通知では 10 日から６日（７日）となっているが、いつから待機短縮

となるか 

 

Ａ１ 濃厚接触者の待機期間は原則 10 日間となります。そのうえで、国通知発出日である１月 14 日以

降、条件を満たす方が待機短縮の対象です。 

   障害児通所支援事業は本通知に基づく、社会生活を維持するために必要な事業に該当しますが、

各事業所の判断において、待機短縮を行わなくても差し支えありません。 

 （以下国通知） 

「待機の解除に当たっては、社会機能維持者の所属する事業者において、以下のとおり検査等を行うも

のとする。」 

（１）社会機能維持者の所属する事業者において、当該社会機能維持者の業務への従事が事業の継続に

必要である場合に行うこと。 

（２）無症状であり、核酸検出検査（PCR検査）又は抗原定量検査（やむを得ない場合は抗原定性検査キ

ット）により検査を行い陰性が確認されている場合に待機を解除すること。 

（３）検査は事業者の費用負担（自費検査）により行い、核酸検出検査（PCR検査）又は抗原定量検査を

用いる場合は最終曝露日（陽性者との接触等）から６日目、抗原定性検査キットを用いる場合は６

日目と７日目にそれぞれ行うこと。 

（４）いずれの検査方法を用いる場合でも、事業者は、社会機能維持者の検査結果を必ず確認すること。

また、医療機関以外での検査により陽性が確認された場合には、事業者から社会機能維持者に対

し、医療機関の受診を促すとともに、当該医療機関の診断結果の報告を求めること。なお、診断に

より陽性が確定した場合、感染症法に基づく保健所への届出は診断を行った医療機関が行うため、

報告を受けた事業者から保健所への連絡は不要であること。 

（５）待機解除後に社会機能維持者が業務に従事する際は、事業者において、感染対策を徹底すること。

また、社会機能維持者に対して、10 日目までは、当該業務への従事以外の不要不急の外出はでき

る限り控え、通勤時の公共交通機関の利用をできる限り避けるよう説明すること。」 

 

Ｑ２ 事業所職員はすべて対象となるか。（支援職員以外も対象か）                 

 

Ａ２ 国の通知（上記１）に該当することを確認のうえ、事業所として事業継続上必要と認められ、その

意義を十分に説明できれば可能です。 

 

Ｑ３ 市から検査費用の補助はあるのか                             

 

Ａ３ 国通知の通り、原則、検査は事業所の負担（自費検査）となりますが、本市では障害児通所支援事

業所等の児童施設を対象に、抗原検査キットを配付する予定です。配付時期や本数は、現在、調整

中のため、準備ができ次第、あらためてご連絡します。 
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 事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 １ 月 ５ 日   

 令和４年１月 14日一部改正   

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  

 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

 

新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について 

 

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にありがと

うございます。 

B.1.1.529 系統（オミクロン株）の感染が確認された患者等に係る入退院及び濃厚

接触者並びに公表等の取扱いについては、当面の間、「B.1.1.529 系統（オミクロン株）

の感染が確認された患者等に係る入退院及び濃厚接触者並びに公表等の取扱いにつ

いて」（令和３年 11 月 30 日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部

事務連絡。以下「令和３年 11 月 30 日付け事務連絡」という。）のとおり対応をお願

いしているところですが、今後、自宅療養や宿泊療養を行う体制（以下「自宅等の療

養体制」という。）が整った自治体について、感染急拡大が生じた場合には、下記のと

おり対応（以下「本件対応」という。）を行うことを可能とします。あわせて、管内市

町村、関係機関等への周知をお願いいたします。 

B.1.1.529 系統（オミクロン株）の流行状況に応じた対応について追記しましたの

で、内容を御了知の上、御対応をお願いいたします。なお、４．の濃厚接触者の取扱

いについては、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室と協議済みであること

を申し添えます。 

（主な改正箇所は太字下線） 

 

記 

 

１．自宅等の療養体制の確認について 

本件対応を行おうとする自治体は、以下の体制その他の自宅等の療養体制が整っ

ていることを確認すること。 

・経口薬について、医療機関間の連携により診断の当日ないし翌日での投与可能

な体制を確保していること 

  ・陽性判明当日ないし翌日に連絡をとり、健康観察やオンライン診療・訪問診療
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等（※）ができる体制を確立していること 

  ・パルスオキシメーターを自宅療養開始当日ないし翌日に配布すること 

  ※往診や電話診療を含む。 

 

（参考）「オミクロン株の感染流行に備えた地域の医療機関等による自宅療養者支援

等の強化について」（令和３年 12 月 28 日付け厚生労働省新型コロナウイル

ス感染症対策推進本部事務連絡） 

    「今夏の感染拡大を踏まえた今後の新型コロナウイルス感染症に対応する保

健・医療提供体制の整備について」（令和３年 10 月１日付け厚生労働省新型

コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 

２．自宅等の療養体制が整った自治体における感染急拡大時の対応について 

１.に示す自宅等の療養体制が整っている自治体において、自治体の総合的な判

断の下（※）、感染の急拡大が確認された場合には、オミクロン株の患者等について

以下の①及び②の対応を行うことが可能であること。 

 

※総合的な判断の考慮要素は以下のとおり。 

   ・オミクロン株の患者について全員入院を続けた場合に、３週間後に必要とさ

れる病床数に基づく病床使用率（確保病床数に占める使用者数の割合）が

50％を超えることが想定されること 

   ・上記患者の濃厚接触者について全員宿泊施設待機とした場合に、３週間後に

必要とされる宿泊療養施設の使用率（確保居室数に占める使用者数の割合）

が 50％を超えることが想定されること 

   ・その他、医療現場や保健所業務のひっ迫状況等が想定されること 

 

 ＜自治体における対応＞ 

   ①令和３年 11 月 30 日付け事務連絡のⅠ．１．において入院を行うこととして

いる B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者等（４．で B.1.1.529 系統（オ

ミクロン株）の患者として取り扱う者を含む。）について、デルタ株等と同

様、症状に応じて、宿泊療養・自宅療養とすることとして差し支えないこと。 

 

   ②令和３年 11 月 30 日付け事務連絡のⅠ．２．において宿泊施設に滞在するこ

とを求めている B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者等の濃厚接触者（４．

で B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者の濃厚接触者として取り扱う者を

含む。）について、デルタ株等と同様、自宅等に滞在することとして差し支え

ないこと。 
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３．本件対応に係る厚生労働省への事前報告について 

  ２．の対応を行おうとする自治体は、あらかじめ、その旨を厚生労働省に報告す

ること（連絡先は下記の通り）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．B.1.1.529 系統（オミクロン株）の流行状況に応じた対応について 

２．の対応を行うこととした自治体については、L452R 変異株 PCR 検査の陰性率

（判定不能を除く）が 70％以上となったことを目安として、以下の対応を行うこと

が可能であること。 

 

＜変異株 PCR 検査及びゲノム解析の取扱い＞ 

 ・変異株 PCR 検査については、B.1.1.529 系統（オミクロン株）の発生・置換 

わりの状況を迅速に把握することを目的として実施してきたが、上記状況に

鑑み、陽性検体全てではなく、患者数の５～10％程度の L452R 変異株 PCR 検

査やゲノム解析の実施を行う取扱とすること。 

  ※ただし、新規感染者数が 15 人/10 万人未満の自治体においては、引き続き

変異株 PCR 検査の実施率を可能な限り高めていただくようお願いします。 

 

＜B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者の取扱い＞ 

 ・新型コロナウイルス感染症の検査陽性者（無症状の場合も含む。）を、原則と

して、B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者であるものとして取り扱うこ

と。 

 ・上記の検査陽性者について、他の検査陽性者と同室としても差し支えないこ

と。 

※現時点までに得られた科学的知見に基づき、陰圧管理は、他の新型コロナ

ウイルス感染症患者と同様、必ずしも行う必要はない。 

 

（注）上記の検査陽性者の退院基準・療養解除基準 

現時点までに得られた科学的知見に基づき、ワクチン接種が完了している

か否かにかかわらず、従来の「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の

取扱いについて（一部改正）」（令和３年２月 25 日付け健感発 0225 第１号厚

（連絡先） 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 戦略班 

 

Email:  
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生労働省健康局結核感染症課長通知）に基づき、対応する。 

 

＜濃厚接触者の取扱い＞ 

 ・上記の検査陽性者の濃厚接触者を、B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者

の濃厚接触者として取り扱うこと。 

・上記により B.1.1.529 系統（オミクロン株）の患者として取り扱われる検査

陽性者の濃厚接触者の待機期間については、現時点までに得られた科学的知

見に基づき、最終曝露日（陽性者との接触等）から 10 日間とする。 

・ただし、地域における社会機能の維持のために必要な場合には、自治体の判

断により、社会機能を維持するために必要な事業に従事する者（以下、「社会

機能維持者」という。）（※）に限り、10 日を待たずに検査が陰性であった場

合でも待機を解除する取扱を実施できることとする。待機の解除に当たって

は、社会機能維持者の所属する事業者において、以下のとおり検査等を行う

ものとする。 

    （１）社会機能維持者の所属する事業者において、当該社会機能維持者の業

務への従事が事業の継続に必要である場合に行うこと。 

    （２）無症状であり、核酸検出検査又は抗原定量検査（やむを得ない場合は、

抗原定性検査キット）により検査を行い陰性が確認されている場合に待

機を解除すること。 

    （３）検査は事業者の費用負担（自費検査）により行い、核酸検出検査又は

抗原定量検査を用いる場合は最終曝露日（陽性者との接触等）から６日

目、抗原定性検査キットを用いる場合は６日目と７日目にそれぞれ行う

こと。抗原定性検査キットは薬事承認されたものを必ず用いるとともに、

別添確認書の①から⑤の対応を行うこととし、事業者が医薬品卸売販売

業者から入手する場合は、当該確認書を同卸売販売業者に提出すること。

なお、入手に当たっては、必要と想定される量を勘案して購入すること。 

（４）いずれの検査方法を用いる場合でも、事業者は、社会機能維持者の検

査結果を必ず確認すること。また、医療機関以外での検査により陽性が

確認された場合には、事業者から社会機能維持者に対し、医療機関の受

診を促すとともに、当該医療機関の診断結果の報告を求めること。なお、

診断により陽性が確定した場合、感染症法に基づく保健所への届出は診

断を行った医療機関が行うため、報告を受けた事業者から保健所への連

絡は不要であること。 

    （５）待機解除後に社会機能維持者が業務に従事する際は、事業者において、

感染対策を徹底すること。また、社会機能維持者に対して、10 日目まで

は、当該業務への従事以外の不要不急の外出はできる限り控え、通勤時

の公共交通機関の利用をできる限り避けるよう説明すること。 

 

01111526
ハイライト表示
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※「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和３年 11 月 19 日

（令和４年１月７日変更）新型コロナウイルス感染症対策本部決定）の「(別

添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者」に掲げる事業を参考

として、自治体が適当と認める事業に従事する者とする。 

 

 

（参考）新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

（令和３年 11 月 19 日（令和４年１月７日変更）新型コロナウイルス感

染症対策本部決定） 

 

(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

 

 以下、事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていた

だきつつ、事業の継続を求める。 

 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応も

あるため、全ての医療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販

売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供等、患者の治療に必要な全

ての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者等特に支援が必要な方々の居住や支援に関する全ての関係者

（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係

者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者等が生活する上で

必要な物資・サービスに関わる全ての製造業、サービス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを

提供する関係事業者の事業継続を要請する。 
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① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、通

信・データセンター等） 

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・

ネット通販等） 

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

④ 宅配・テイクアウト、生活必需物資の小売関係（百貨店・スーパー、コンビ

ニ、ドラッグストア、ホームセンター等） 

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） 

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 

⑩ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サ

ービス、自家用車等の整備等） 

 

４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態宣言の期間中にも、企業の活動を維

持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続

を要請する。 

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決

済サービス等） 

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、

航空・空港管理、郵便等） 

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリテ

ィ関係等） 

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路等の公物管理、公共工事、廃棄物

処理、個別法に基づく危険物管理等） 

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

⑦ 育児サービス（託児所等） 

 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体

工場等）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの

（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているものについては、

感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の

業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。  



7 

 

 

 

抗原定性検査キットを使用した検査実施体制に関する確認書 

 

 

① 検査管理者が研修を受講していることを確認して、リスト化しています。 

 ※ 研修については、厚生労働省の HP で公開される以下の WEB 教材の関連部分を

学習します。 

・医療従事者の不在時における新型コロナウイルス抗原定性検査のガイドライン 

・理解度確認テスト 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00270.html 

② 抗原定性検査キットは、社会機能維持者である濃厚接触者に対する検査にのみ使

用します。 

③ 検査管理者が、受検者に対し、検査の実施方法等について別紙を活用し説明する

とともに、理解を得たことを確認します。また、検査の実施に当たっては、可能な

限りオンラインで立ち会い・管理下において実施するほか、検査結果は必ず確認し

ます。 

④ 検査管理者が、受検者に対し、抗原定性検査キットを使用した検査の結果が陽性

となった場合、医療機関への受診を促すとともに、その診断結果を確認します。 

⑤ 検査結果が陰性だった場合にも、当該業務への従事以外の不要不急の外出はでき

る限り控えるように求めます。 

 

以上①から⑤までについて間違いないことを確認しました。 

 

確認日： 

令和  年  月  日 

確認者（抗原定性検査キット購入者）： 

株式会社○○○○ 

確認者の住所： 

○○県○○市○○ 

 

  

別添 
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抗原定性検査キットを利用する方へ 

 

 

 

１ 使用にあたって 

 

①  あらかじめ検査に関する注意点、使い方等を勉強してから検査を実施

します。 

 

（参考）検査に関する注意点、使い方等 

以下の３に記載する「一般的な検査手順と留意点」に加えて、厚生労働省が以

下のホームページで公開する WEB 教材を参考にするとともに、各製品の添付文

書における使用方法や使用するキットを製造するメーカーの提供するパンフレッ

トや動画資料を必ず確認・理解した上で、検査を実施してください。 

厚生労働省関連ＨＰ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431

_00270.html 

 

 ② 鼻腔ぬぐい液を、自分で採取して検査を行います。 

 
・鼻から綿棒を２cm 程度挿入し、 

５回転させ、５秒程度静置します。 

 

 

 

 

２ 一般的な検査手順と留意点 

 

＜検体採取（鼻腔ぬぐい液の自己採取）＞ 

① 鼻孔（鼻の穴の入り口）から２cm 程度綿棒を挿入する 

② 綿棒を鼻の内壁に沿わせて５回程度回転させる 

③ ５秒程度静置し、引き抜く 

④ 綿棒が十分に湿っていることを確認する 

※同居人等がいる場合は、被検者は、他者と向き合わない方向を向くか、他者とガ

ラス等により隔てられた位置に移動して実施します。 

※他者による検体採取は感染等のリスクを伴う可能性があり、また、鼻咽頭（鼻の奥）

ぬぐい液の自己採取は危険かつ困難であるため、鼻腔ぬぐい液の自己採取によって

行います。 

 

別紙 
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＜試料調製＞ 

① 採取後ただちに綿棒をチューブに浸す 

② 綿棒の先端をつまみながら、チューブ内で綿棒を 10 回程度回転させ

る 

③ 綿棒から液を絞り出しながらチューブから綿棒を取り出し、綿棒を破棄

する 

④ 各キットに付属する蓋（フィルター、ノズル、チップ等）をチューブに装着

する 

⑤ 製品によってはそのまま一定時間静置する 

 

＜試料滴下＞ 

① チューブから数滴（製品により異なる）、キットの検体滴下部に滴下す

る 

② 製品毎に定められた時間 (15 分～30 分程度）、キットを静置する 

 

＜結果の判定＞ 

 判定の方法については、各製品の添付文書 に加えて、判定結果を示し

ている実際のキットの写真が含まれている各製品のパンフレット、動

画資料等を確認してください。 

 試料の滴下を行ってから判定を行うまでの時間は、製品毎に異なりま

す。指定された時間を過ぎた場合、キット上に表示される結果が変わ

ることがありますので、各製品の添付文書を確認し、特に陰性と判定

する場合には、必ず指定された時間で判定してください。（陽性の判定

については、指定された時間の前でも可能なキットもあります。） 

 キット上に表示される結果が明瞭でなく、判定が困難な場合には、陽

性であった場合と同様に取り扱ってください。 

 抗原定性検査の結果を踏まえて被験者が感染しているか否かについ

ての判断が必要な場合は医師に相談してください。 

 

 

３ 検査後の対応 

 

判定結果 対 応 

陽性 ・速やかに医療機関を受診してください。 

陰性 ・10 日目までは、当該業務への従事以外の不要不急

の外出はできる限りさけるとともに、引き続き、外

出時のマスク着用、手指消毒等の基本的な感染対策

を続けてください。 
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４ 抗原定性検査キットの保管等 

 

区分 取扱い方法 

保管

方法 

常温（冷蔵保存の場合は、使用前に室温に戻してから使用） 

廃棄

方法 

 

ご家庭等で使用したキット（綿棒、チューブ等を含む）を廃棄するときは、

ごみ袋に入れて、しっかりしばって封をする、ごみが袋の外面に触れた場

合や袋が破れている場合は二重にごみ袋に入れる等、散乱しないように気

を付けてください。 

参考：新型コロナウイルスなどの感染症対策としてのご家庭でのマスク等

の捨て方（リーフレット） 

http://www.env.go.jp/recycle/waste/sp_contr/infection/leaflet-katei.pdf 
 

 



  健 健 安 8 0 6 6 号  

令和４年１月 11日  
 

障害福祉サービス事業所等 施設長 様 
 

横浜市健康福祉局健康安全課危機管理担当課長 
 
 

障害児者施設等の従事者に対する PCR検査の実施延長について（通知） 

 

日頃から本市の障害福祉施策に各段のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、５月 31日から神奈川県と連携して実施しております、障害福祉サービス事業所等

の従事者を対象とした無料の PCR検査について、３月まで延長 することといたしましたの

でご連絡します。 

つきましては、検査を希望する施設・事業所においては、別紙手順書「障害児者施設等

PCR検査事業（事業者用手順書）」をご確認のうえ、遺漏なきようご対応ください。なお、

１月から一部事業フローを下記のとおり変更します 。施設・事業所の皆様には積極的に検

査を受けていただきますようご協力をお願いいたします。 
 

１ 対象施設等 

本市に所在する障害福祉サービス事業所等 

［対象サービス種別］ 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、療養介護、生活介護、自立訓練（機能

訓練）自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、

就労定着支援児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪

問支援、障害者支援施設、障害児入所施設、医療型障害児入所施設、共同生活援助（グ

ループホーム）、移動介護、通学通所支援、訪問入浴、施設入浴、自立生活援助、自立

生活アシスタント、計画相談支援、地域相談支援、地域活動支援センター（地域作業所

型・精神障害者地域作業所型・中途障害者活動センター型）、障害者地域活動ホーム、

多機能型拠点、精神障害者生活支援センター、短期入所事業 等 
 

２ 対象者 

  １に記載する施設・事業所で働く職員 

  （常勤・非常勤及び職種は問わず、事業所が感染防止のために必要と判断した者） 

※他の対象施設の職員を兼務している場合は、どの施設の職員として検査を受ける 

か調整してください。 
 

３ １月からの変更内容 

  検体の回収について、申込施設に直接回収に伺う方式から 申込施設が検査事業者宛て

に検体を郵送いただく方式 となります。 

※検査キットの送付時に、ゆうパック(着払い)伝票を同梱します。 
 
 
 
 



４ 申込期間 

  １月 15日～３月 15日までの各月２回 

※申込回の土曜日９時から火曜日 16時までが受付期間です。 

   ※１事業者各回１回までお申込み可能 です。 

 ※別添手順書の４ページ目をご確認ください。 

 

５ PCR 検査の申請方法  

以下の URLから申請フォームにアクセスし、必要事項を入力してください。なお、 

各週火曜日の 16 時以降は申込が受理されません のでお気を付けください。 

URL:https://form.kintoneapp.com/public/form/show/46ee6befd792969d7916f38f5c

8a4141ec11180d29130c20bd4cd80edace1e93  

※１月 15日(土)９時から申込みができます。 

※上記の URLにアクセスすると、最初にアンケート画面が表示されます。アンケー 

トにご回答いただいた後、申請フォームから検査の申込みができます。ただし、 

 すでにアンケートにご回答いただいた施設等は再度の回答は不要です。 

 

６ その他 

   PCR検査結果は偽陰性(陽性だが陰性と判定)の可能性もあるため、検査結果に頼ら 

ず、日ごろから感染対策に留意していただくようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先    

横浜市健康福祉局健康安全課 菊池・橋村 

     電話：045－671－2445 

     F A X：045－664－7296 

          メール：kf-kenkoanzen@city.yokohama.jp 

 

https://form.kintoneapp.com/public/form/show/46ee6befd792969d7916f38f5c8a4141ec11180d29130c20bd4cd80edace1e93
https://form.kintoneapp.com/public/form/show/46ee6befd792969d7916f38f5c8a4141ec11180d29130c20bd4cd80edace1e93


こ障福第 1177 号

令和２年７月 16日

横浜市内の障害児通所支援事業所 管理者 様

横浜市こども青少年局障害児福祉保健課

横浜市立学校において新型コロナウイルスが発生した場合の対応について

本市の児童福祉施策の推進につきまして、格段の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。

横浜市の放課後等デイサービスにおいて、関係者に感染者等が発生した場合の取扱いについては、

「令和 2 年４月 17 日付こ障福第 279 号 横浜市内の放課後等デイサービス等における感染拡大防止の

ための留意点について」において整理しているところです。

 今般、横浜市立学校の関係者が新型コロナウイルス陽性となった場合の対応等について教育委員会

事務局から連絡がありましたので、対応等について通知します。

１ 横浜市立学校の基本的な対応について 

  横浜市立学校で児童や教職員等の感染が確認された場合は、区福祉保健センターにより濃厚接触

者等が特定されるまでの間、学校の全部または一部の臨時休業を実施する場合があります。 

また、感染者の学校内での活動の状況や地域の感染拡大の状況を踏まえ、学校内で感染が広がっ

ている可能性が高いと判断された場合、学校内の感染拡大の可能性が高い範囲に応じて、教育委員

会事務局は学級単位又は学校全体の臨時休業とする場合があります。 

  なお、横浜市立学校の学校課業日において、新型コロナウイルス感染者が確認された場合、保健

所の調査やその後の対応を決定するため、当日予定している下校時間を早めることがあります。 

２ 放課後等デイサービスの対応について 

(1)当該休校学校の利用児童について

各学校で感染者が発生した場合、保健所が濃厚接触者を特定するまでに数日程度時間がかかる

場合があります。 

各学校において濃厚接触者が特定されるまでの間については 、児童本人等に発熱等の症状がみ

られない場合は強制的に利用を停止することはできません。ただし、感染拡大防止の観点から自

主的に利用を自粛できないか保護者と相談してください。また、その際には各事業所において、

別室でサービス提供を行う等の感染拡大防止に留意したサービス提供の実施が可能かどうかを検

討してください。 

また、真にやむを得ない理由で利用を継続する場合については、感染拡大防止に留意の上サー

ビス提供をお願いします。 

(2)事業所継続の判断について

原則、各事業所において、休業について判断することとなりますが、利用児童の学校が休校した

ことをもって、事業所を休業する必要はありません。 

裏面 有 



以下、４月 17日付通知と同じ取り扱いとなりますが、 

  利用児童が感染者となった場合は、感染拡大防止の観点から、原則、事業所の自主休業をお願い

します。 

また、利用者等が保健所から濃厚接触者と特定された場合は 、その利用者等に自宅待機をお願

いするとともに、継続して利用する児童等の健康管理に十分留意したうえで、事業所を継続、ま

たは、自主休業としてください。 

利用者等の同居家族が感染者となった場合 、多くの場合、利用者等は濃厚接触者または感染者

となることが想定されることから、利用者等の検査の有無や、結果が確認等されるまでの間は、

事業所の自主休業が望ましいと考えます。 

  また、児童の保護者や職員の同居の家族が濃厚接触者となった場合 、児童本人等に発熱等の症

状がみられない場合は、利用を停止することはできませんが、保護者と相談の上、感染拡大防止

の観点から自主的に利用を自粛できないか保護者と相談してください。 

 

３ 情報共有報告の実施 

  利用児童の学校において、感染者が発生し、休校したことをもって、保健所（区福祉保健課）や

障害児福祉保健課に連絡する必要はありません。 

 利用者等に、感染が疑われる者、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われるものが発生した場合 、

事業所は保健所（区福祉保健課）に報告のうえ、障害児福祉保健課に報告をお願いします。対応に

ついては保健所の指示に従ってください。 

 感染者及び濃厚接触者については保健所が特定します。感染者及び濃厚接触者と特定された旨、

利用者等から申し出があった場合は、同様に保健所の指示に従ってください。 

  なお、感染した児童の個人情報保護等の観点から、学校、学年や学級については原則公表されな

いため、学校や当課にお問い合わせいただいてもお答えできませんので、ご理解ください。 

 

４ 情報管理について 

新型コロナウイルス感染拡大防止にかかる学校の臨時休業の連絡等が保護者等からあった場合、

学校名等は原則公表されないことから、情報管理に十分留意し、不必要に情報を拡散しないように

してください。 

なお、各事業所において、併用する他の放課後等デイサービス等に連絡する必要がある場合は、

感染者等の人権に配慮し、保護者の同意を得たうえで、連絡するようにしてください。 

 

５ その他 

  各事業所において、新型コロナウイルス感染症に感染したものが発生した場合の取り組みについ

ては、令和２年４月７日に厚生労働省が発出した「社会福祉施設等における感染拡大防止のための

留意点について（その２）」並びに、「令和２年４月 17 日付こ障福第 279 号 横浜市内の放課後等デ

イサービス等における感染拡大防止のための留意点について」に基づき対応をお願いします。なお、

横浜市保健所から指示のある場合は、その指示を優先することとします。 

 

         問合せ先   
横浜市こども青少年局障害児福祉保健課  

電話：０４５－６７１－４２７４ 
FAX：０４５－６６３－２３０４ 



こ障福第 279 号  
令和２年４月 17日 

横浜市内の障害児通所支援事業所 管理者 様 
  

横浜市こども青少年局障害児福祉保健課 
 

横浜市内の放課後等デイサービス等における感染拡大防止のための留意点について 

 
 
 本市の児童福祉施策の推進につきまして、格段の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 
 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取り組みについては、感染者が発生した場合の留

意点も含めて、令和２年４月７日に国が発出した事務連絡「社会福祉施設等における感染拡大防止

のための留意点について（その２）」に整理されているところです。 
 横浜市の放課後等デイサービスにおいても関係者に感染者等が発生し、事業所を休業する事例が

発生しています。このことなどを踏まえ、感染者等が発生した場合について、問い合わせの多い事

項について、横浜市内の取り扱いを以下の通り補足いたします。 
 各事業所においての感染防止の向けた取組が重要となるため、必ず国の事務連絡について、再度

確認と感染防止の取り組みの徹底をお願いします。 
 

Ⅰ 基本的な対応について 

  令和２年４月７日に厚生労働省が発出した「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留

意点について（その２）」について、原則、横浜市においても同様の取り扱いとします。なお、

横浜市保健所から指示のある場合は、その指示を優先することとします。 

 

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症に感染したものが発生した場合の取り組み 

  放課後等デイサービス等の利用児童本人及び職員等（以下「利用者等」という）に新型コロナ

ウイルス感染症に感染したものが発生した場合は、感染拡大防止の観点から以下の取り組みをお

願いします。なお、本文中の表記については、以下のとおりとします。 

 

感染者 医療機関が特定する PCR検査陽性の者 

感染が疑われる者 ・事業所が判断する、放課後等デイサービスの利用児童本人ま

たは職員等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日

以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等につ

いては２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）や

息苦しさ（呼吸困難）がある者 

・医師が総合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を

疑う者 

・PCR陽性等診断が確定するまでの間の者。 

濃厚接触者 保健所が特定する感染者と長時間接触した者 

感染が疑われる者との濃厚接

触が疑われる者 

施設等が特定する「感染が疑われる者」と、事業所内で長時間

の接触等した者 
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１ 情報共有報告の実施 

 利用者等に、感染が疑われる者、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われるものが発生した場

合、事業所は保健所（区福祉保健課）に報告のうえ、障害児福祉保健課に報告をお願いします。

対応については保健所の指示に従ってください。 

 感染者及び濃厚接触者については保健所が特定します。感染者及び濃厚接触者と特定された旨、

利用者等から申し出があった場合は、同様に保健所の指示に従ってください。 

 

２ 事業所継続の判断について 

  原則、各事業所において、休業について判断することとなりますが、利用者等に感染者が発生

した場合は、感染拡大防止の観点から、原則、事業所の自主休業をお願いします。 

利用者等の同居家族が感染者となった場合、多くの場合、利用者等は濃厚接触者または感染者

となることが想定されることから、利用者等の検査の有無や、結果が確認等されるまでの間は、

事業所の自主休業が望ましいと考えます。 

  また、利用者等が保健所から濃厚接触者と特定された場合は、その利用者等に自宅待機をお願

いするとともに、継続して利用する児童等の健康管理に十分留意したうえで、事業所を継続、ま

たは、自主休業としてください。 

  児童の保護者や職員の同居の家族が濃厚接触者となった場合、児童本人等に発熱等の症状がみ

られない場合は、利用を停止することはできませんが、保護者と相談の上、感染拡大防止の観点

から自主的に利用を自粛できないか保護者と相談してください。 

 

３ 利用児童及び保護者への対応 

  保健所等と相談の上、国の通知にある「新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した

場合の取組」に従い対応してください。 

なお、利用児童等が感染者等となったことにより、事業所を休止する場合において、休止理由

を他の保護者に伝える場合については、必ず利用児童の保護者等に同意を得たうえで、案内する

ようにしてください。保護者等の同意なしに、事業所だけの判断で他の保護者に休止事由を伝え

ることがないようにお願いします。 

 また、利用児童等が感染者等となった場合で、他の利用児童等が、事業所内で長時間接触する

など、「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」に該当する場合は、保健所と相談のうえ

で、感染拡大防止の観点から、念のため保護者に自宅待機し、他事業所の利用を含めて自粛する

ことが望ましいことを伝えてください。 

  

４ 関係機関への連絡 

  保健所の調査等を待たずに、取り急ぎ、各事業所において、併用する他の放課後等デイサービ

ス等に連絡する必要がある場合は、感染者等の人権に配慮し保護者の同意を得たうえで、連絡す

るようにしてください。    

 

５ その他 

 ・この通知は令和２年４月７日に厚生労働省が発出した「社会福祉施設等における感染拡大防止

のための留意点について（その２）」についての現時点での横浜市における補足であり、今後

の状況等によっては、本通知と異なる対応となることがあります。 



・保健所から指示のある場合は、その指示を優先することとします。 

 ・事業所の休業に関連した情報を発信する場合は、必ず感染者等の人権等に配慮した対応をお願

いします。 

 

 

 

 

 
         問合せ先   

横浜市こども青少年局障害児福祉保健課  
電話：０４５－６７１－４２７４ 
FAX：０４５－６６３－２３０４ 
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事 務 連 絡 

令和３年９月 22 日 

 

各        障害児支援主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための障害児通所支援に係るＱ＆Ａについて 
（令和３年９月 22 日版） 

 
 新型コロナウイルス感染症については、依然として全国的に厳しい感染拡大状況が

継続しており、引き続き、放課後等デイサービス事業所においても、事業所内での感

染拡大防止に向けて、新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図ることが重要です。 

 学校（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校（幼稚園及び大

学を除く。）をいう。以下同じ。）において、夏季休業期間を終え、新学期が開始される

中で、地域の感染拡大の状況により、分散登校や午前又は午後のみの登校など、様々

な形態の登校（以下「分散登校等」という。）が行われているものと承知しています。 

 このため、分散登校等により通常どおりの授業が行われない日の報酬の取扱いにつ

いて、令和３年９月サービス提供分から、下記の取扱いとします。 

なお、これまでも可能としてきた、 

 ・ 定員を超過して児童を受け入れた場合や人員基準を満たさない場合でも減算を

適用しないこと 

 ・ 電話等による代替的な支援であっても事業所に通所して支援をしたときと変わ

らず報酬の対象とすること 

等の取扱いについても引き続き可能であるところ、令和２年６月 30 日付け事務連絡で

お示しした「障害児通所支援に係るＱ＆Ａ」（令和２年６月 30 日版）については、別

紙の通り、今回お示しする取扱い等を踏まえて更新したので、執務の参考としてくだ

さい。 

 なお、別紙のＱ＆Ａは障害児通所支援について特にお示しすべきものをまとめたも

のであり、このほか、これまでお示ししてきた障害福祉サービス等に共通する取扱い

も引き続き有効である点に御留意ください。 

 

（厚生労働省ホームページ 障害福祉サービス等事業所における新型コロナウイルス

感染症への対応等について） 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

 
 

記 
 
 

 ・ 放課後等デイサービスを通常の授業の終了後の利用開始時間より前から利用す

る障害児については、学校休業日の利用に該当するものとして、学校休業日の報

酬を適用する。 

都道府県 
市 町 村 
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 ・ 本取扱いは個々の障害児の利用開始時間に応じた取扱いであり、通常の授業の

終了後の利用開始時間より前から利用する障害児と、通常の授業の終了後の利用

開始時間から利用する障害児が混在する場合、前者は学校休業日の報酬を、後者

は授業終了後の報酬を算定するものとする。 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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（別紙） 

 

障害児通所支援に係るＱ＆Ａ（2021 年９月 22 日版） 

今回追記箇所は赤字下線 

 

 

１ 当面継続する柔軟な取扱い 

（１）サービス提供職員欠如減算・定員超過利用減算等の取扱い 

 

Ｑ１．当面は、定員を超える児童を受け入れても、定員超過減算を適用しない取扱

いが可能でしょうか。 

また、定員を超過して受け入れる場合、受け入れた児童数に応じた職員を配

置する必要がありますか。 

 

Ａ１．新型コロナウイルスの感染拡大防止に伴い、様々な状況が生じることから、新

型コロナウイルスに関連した理由から定員を超える児童を受け入れる場合があっ

ても、定員超過減算を適用しない取扱いとしますが、事業所の人員・空間を考慮

し、児童の衛生面・安全面に配慮するようにしてください。 

   受け入れに当たっては児童数に応じた職員を配置していただくことが望ましい

ですが、やむを得ず配置できない場合であっても減算は適用しません。 

   なお、地域の事業所を分散利用させることによって定員超過を回避できるよう

な場合は、自治体の福祉部局が可能な範囲での利用調整を行っていただくようお

願いいたします。学校等が臨時休業をするときは、教育委員会等と連携して取り

組むようお願いいたします。 

 

 

Ｑ２．人員基準を満たさなくても、サービス提供職員欠如減算や児童発達支援管理

責任者欠如減算が適用されない取扱いが可能とのことですが、他事業所への応

援、子どもの預け先の確保等の問題で短時間の勤務等のほか、職員本人の罹患

や職員家族の罹患による在宅待機等により、やむを得ず出勤できないことによ

って欠員になる場合も含まれますか。 

Ａ２．含むとして差支えありません。 
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（２）その他の加算の取扱い 

 

Ｑ３．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取扱いについて（第４報）」（令和２年４月９日付事務連絡）の問６

で、基準以上の人員配置や有資格者等の配置により算定可能となる加算につい

て、新型コロナウイルス感染症への対応により、一時的に加算の要件を満たさ

なくなった場合であっても、利用者への支援に配慮した上で、従前の（新型コ

ロナウイルス感染症への対応前の配置に基づく）加算を算定することは可能と

されていますが、放課後等デイサービス及び児童発達支援の加算で該当するも

のを具体的にお示し下さい。 

 

Ａ３．児童指導員等加配加算、専門的支援加算、看護職員加配加算、福祉専門職員配

置等加算が該当します。 

 

 

Ｑ４．人工内耳装用児支援加算、家庭連携加算、事業所内相談支援加算（Ⅰ・Ⅱ）、

食事提供加算、利用者負担上限額管理加算、欠席時対応加算、医療連携体制加

算、送迎加算、関係機関連携加算及び保育・教育等移行支援加算は、算定要件

に示す内容を実施しないと算定できませんが、人員体制等を縮小して通所によ

る支援を行うときや、代替的な支援として訪問や電話等で支援を行うときの取

扱いをお示し下さい。 

 

Ａ４．食事提供加算、利用者負担上限額管理加算、欠席時対応加算及び送迎加算は、特

例的な取扱いはありません。なお、電話等による代替的な支援を行ったときは欠

席時対応加算の算定はできません。 

   人工内耳装用児支援加算は代替的な支援を行った場合であっても算定可能です。 

   家庭連携加算及び事業所内相談支援加算（Ⅰ・Ⅱ）は、障害児及びその家族等に

対する相談援助を行うこと等を要件としていますが、新型コロナウイルス感染症

の感染予防のため、電話等の代替的な支援により基本報酬の算定も可能としてい

るところ、家庭連携加算についても、訪問ではなく電話等による実施も可能です。 

   通所による支援を電話等により代替的に実施する場合、家庭連携加算及び事業

所内相談支援加算（Ⅰ）の算定要件としての相談援助等と混在することが想定さ

れますが、このような場合、基本報酬とこれら加算のいずれも算定可能です。た

だし、これらの加算の他の算定要件は満たす必要があるため、個別支援計画で家

庭への相談援助等が必要であることや、月の算定回数の上限がある点は留意して

ください。 

   家庭連携加算は、障害児の居宅等を訪問して相談援助を行うこと等を要件とし

ていますが、新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、電話等による代替的

な方法で相談援助を実施することも可能です。なお、この取扱いは、従来から個
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別支援計画で、居宅等を訪問して相談援助を実施することを位置づけている場合

に限るもので、従来から事業所内相談支援加算（Ⅰ）を算定している場合に、電話

等による相談援助を行った場合も家庭連携加算を認めるものではありません。 

   医療連携体制加算（Ⅰ）～（Ⅶ）は、医療機関等との連携により障害児に対して

看護等を行うこと等を要件としていますが、看護職員等が障害児の居宅を訪問し

て支援を行う場合であっても、その他の要件を満たす場合は本加算を算定可能で

す。また、医療連携体制加算（Ⅵ）については、ICT 機器を用いるなどして、障害

児の居宅を訪問した認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場

合も算定可能とします。医療連携体制加算（Ⅵ）以外については、ICT 機器等を用

いても看護等を行うことはできないため、算定はできません。 

   関係機関連携加算は、特例的な取扱いはありません。なお、従来から skype 等

を活用した対面以外での会議の実施も妨げてはいません。 

   保育・教育等移行支援加算は、退所後 30 日以内に居宅等を訪問して相談援助を

行うこと等を要件としていますが、本加算は児童発達支援等の事業所を退所し、

保育所等に通うことになった児童を対象として実施するもので、実際の児童の様

子等を見て評価することが重要であることを鑑み、電話等による方法での算定は

できません。 

   ただし、退所後 30 日以降に居宅等を訪問して相談援助を行った場合は算定可能

です。 

 

 

Ｑ５．看護職員加配加算、栄養士配置加算、特別支援加算、強度行動障害児支援加

算及び延長支援加算については、体制の届出に加え、実際に児童に支援を行う

ことが算定要件となっていますが、人員体制等を縮小して通所による支援を行

うときや、代替的な支援として訪問や電話等で支援を行うときの取扱いをお示

し下さい。 

 

Ａ５．栄養士配置加算、特別支援加算及び強度行動障害児支援加算については、従前

から当該加算の算定を行っていた児童に限り、看護職員等の算定要件となる職員

が不在のときに算定要件ではない職員が行った支援について、その後の記録等を

算定要件となる職員が確認し、必要な指示等を行った場合は算定可能です。この

とき、栄養士配置加算については通所により実際に食事提供がされない場合は算

定できませんが、その他の加算については、代替的な支援の場合でも算定可能で

す。 

   延長支援加算については、Ａ20 のとおり届出がされていない場合も柔軟な運用

をお願いするところですが、８時間以上の営業時間において支援を行う等のその

他の要件については、特例的な取扱いはありません。 

   なお、事業所を縮小し、一部の児童は通所により８時間以上の営業時間で支援

を行い、一部の児童は営業時間外に電話等による代替的な支援をすることも考え
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られます。このような場合は要件を満たすものとして算定可能です。ただし、通

所による８時間以上の営業時間における支援をしておらず、電話等による代替的

な支援のみを行っている場合は算定できません。 

 

 

Ｑ６．個別支援計画未作成減算、自己評価結果等未公表減算、開所時間減算、身体

拘束廃止未実施減算についてはどのように取り扱うべきでしょうか。 

 

Ａ６．個別支援計画未作成減算については、令和２年１月以前から減算に該当する要

件が生じている場合、その状況が解消されるまで減算するものとします。ただし、

２月以降に、新型コロナウイルス感染症への対応のため、個別支援計画の作成が

困難となっている児童がいるため、新たに個別支援計画未作成減算の要件に該当

した場合は、本減算を算定しないものとします。 

   自己評価結果等未公表減算については、令和２年１月以前から減算に該当する

要件が生じている場合、その状況が解消されるまで減算になります。ただし、自

己評価はおおむね１年に１回は実施することとしているところ、実施時期が２月

以降に、新型コロナウイルス感染症への対応のため、自己評価が困難となってい

る場合は、本減算を算定しないものとします。 

   新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、開所時間を縮小している場合、

開所時間減算は算定しないものとします。 

   身体拘束廃止未実施減算については、特例的な取扱いはありません。 

 

 

Ｑ７．国民健康保険団体連合会に請求や審査を委託している場合で、加算や減算の

特例的な扱いをする上で留意すべきことはありますか。 

 

Ａ７．以下の加算については、臨時的な対応として、以下のとおり請求してください。 

   ○ 保育・教育等移行支援加算の「移行日」と「移行後算定日」を 30 日より離

れた日付で算定する。 

   上記については、支援を実施後に当初支援を予定していたサービス提供年月で

請求してください。 

   なお、「移行日」には実際に移行した日を記入していただき、「移行後算定日」に

は「移行日」から 30 日以内の当初支援を予定していた日付を記入してください。

その上で、請求明細書の摘要欄には実際の「移行後算定日」を記入するようにし

てください。 

    例： 4/10 に移行。5/1 に支援予定。実際に支援したのは 6/30。この場合、

「移行日」に 4/10。「移行後算定日」に 5/1。摘要欄には 6/30 を記入。 

   なお、本回答は公益社団法人国民健康保険中央会と協議済みであることを申し

添えます。 
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（３）代替的な支援の取扱い 

 

Ｑ８．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 20 日付け事務連絡）や

「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について」（その３）（令和 2 年 2 月 28 日付

け事務連絡）における「できる限りの支援」とは、具体的にはどのような支援

を指すのですか。 

 

Ａ８．新型コロナウイルス感染症を予防するための欠席希望の場合で、事業所が居宅

への訪問、音声通話、Skype その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能

な範囲での支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサ

ービスと同等のサービスを提供しているものとして、報酬の対象とすることが可

能です。 

保育所等訪問支援については、従前から保育所等訪問支援を実施していた児童

に限り、通常のときの利用回数を限度として、新型コロナウイルス感染症を予防

するための欠席希望の場合、居宅等への訪問、音声通話、Skype その他の方法で児

童の健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合にも報酬算定

して差支えないものとします。 

なお、障害児通所支援事業所が児童の健康管理や相談支援等を行うことは、家

庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけとなる

ことから重要です。また、当該児童の円滑な通所等の再開のためにも、事業所と

保護者、児童がコミュニケーションを継続することが望ましいと考えています。 

具体的には、障害児とその保護者が安心して自宅にとどまっていただけるよう、

保護者の理解を得つつ、以下の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施して

いただきたいと考えています。 

 

（具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所ではできない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

また、こうした健康管理や相談支援を行うことにより通常のサービス利用とみ

なされ利用者負担が発生することについて保護者へ説明するとともに、単なる欠

席連絡（その後の支援については不要と保護者の意向がある場合）については、

サービス提供とはみなされないことに注意してください。 
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Ｑ９．Ｑ８における「電話その他の方法」として、メールや LINE 等のコミュニケー

ションアプリを活用することは可能でしょうか。 

 

Ａ９．Ａ８のとおり、障害児通所支援が児童の健康管理や相談支援等を行うことは、

家庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけとな

ることから重要です。また、当該児童の円滑な通所再開のためにも、事業所と保

護者、児童がコミュニケーションを継続することが望ましいと考えています。 

   コミュニケーションの方法としてメール等を活用することについては、メール

等では、保護者や本人の声や表情から思いを汲み取りながら、必要な助言などを

行うことが困難あり、基本的には、支援は居宅への訪問や電話等（Ａ８に示す方

法）で行うことが望ましいと考えます。 

   一方で、放課後等デイサービス事業所における支援の状況を鑑み、放課後等デ

イサービスについては、例えば、日中児童を祖父母に預かってもらい保護者が出

勤している場合など、保護者の事情により電話対応が困難でメール等による連絡

を望む場合には、メール等による支援も報酬の対象として認めることとします。

その場合であっても、電話等による支援と同様に、保護者の理解を得つつ、以下

の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施していただきたいと考えています。 

 

（具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所ではできない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

   以上のような内容について、保護者や児童への相談や、適宜個々に配慮した助

言を行う。 

   支援はあくまで個々の状況に応じて行うものであることから、以下のような支

援は報酬の対象としては認めません。 

  ・ 同一の内容をメール等で利用者に送信する。（同一の内容を送信した場合であ

ったとしても、それに対する保護者からの返事に個別に対応した場合は報酬の

対象と認める。） 

  ・ 個別にメール等を送った後、保護者等から応答がなく、状況の把握を行わな

いままにしている。 

 

 

Ｑ10．メール等によるやりとりは日をまたぐ場合も想定されます。この場合の報酬

の算定はどのようにすれば良いでしょうか。 

 

Ａ10．メール等による支援に対する一連のやりとりをもって、支援の提供がなされた
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ものと考えますので、日をまたいで保護者等から応答があっても、１日の報酬と

して算定してください。事業所からの再度のメール等が翌日以降になったとして

も、当初の支援に付随する単なる挨拶のやりとりなどは、２日目の報酬としては

認められません。（１日目にのみ報酬として算定。） 

   なお、メール等による支援の報酬の算定日は、支援のやりとりを開始した日と

してください。 

 

 

Ｑ11．放課後等デイサービスの通常の支援の提供に代えて、利用者の居宅等におい

て健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合、放課後等デ

イサービスではなく居宅訪問型児童発達支援の実施扱いで報酬算定すること

は可能ですか。 

 

Ａ11．居宅訪問型児童発達支援事業所として指定を受けていなければ、居宅訪問型児

童発達支援としての報酬を算定することはできません。 

なお、新型コロナウイルス感染症のために居宅訪問型児童発達支援を利用する

必要が生じる障害児が増加することが想定されることから、そうした児童から居

宅訪問型児童発達支援のサービス利用の希望があった場合には、本Ｑ＆ＡのＱ13、

Ｑ15 等を参考に、支給決定等における柔軟な取扱いの配慮をお願いいたします。 

 

 

（４）支給決定その他の取扱い 

 

Ｑ12．新型コロナウイルスの感染拡大状況によっては、学校等が臨時休業すること

があります。このようなとき、家庭の状況等によっては障害児通所支援の利用

ニーズが増大することも想定されますが、支給決定（支給量の変更を含む。以

下同じ。）に当たっての判断基準はありますか。 

 

Ａ12．新型コロナウイルスの感染が拡大した地域において学校等が臨時休業する場合

の放課後等デイサービス及び児童発達支援の運営に係る考え方は、「新型コロナウ

イルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての障害児通所支援事業所の

対応について」（令和２年４月２日付け事務連絡）にお示ししており、その他の障

害児通所支援についてもこの内容を踏まえた対応をお願いします。 

   当該事務連絡では、必要な者に支援が提供されないということがないようにし

ていただくことを求めており、様々な事情により自宅等で１人で過ごすことがで

きない児童の居場所づくり等の観点も含め、柔軟に支給決定を行っていただきま

すようお願いします。 
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Ｑ13．学校等の臨時休業その他新型コロナウイルスに関する理由により、急遽、支

給決定の支給量を超えて、障害児通所支援を利用する必要が生じた場合、支給

量を超えて利用することは可能ですか。 

 

Ａ13．可能です。児童福祉法第 21 条の 5の 8第 2項に、市町村の職権により行う通所

給付決定の変更についての規定があるので参考としてください。 

   また、学校が臨時休業をするなど、市町村内で多くの障害児が支給量を超えて

利用する必要が生じた場合は、市町村の裁量において、支給量の増減に当たって

保護者等からの申請を省略し、職権で行う取扱いとしていただいて差支えありま

せん。 

   なお、緊急対応を要する時期が経過した後は、可及的速やかに障害児支援利用

計画の見直しを行ってください。 

 

 

Ｑ14．学校等の臨時休業その他新型コロナウイルスに関する理由により、急遽、障

害児通所支援を利用する必要が生じた場合、事業所と契約を結んでいない児童

の受け入れを可としても構いませんか。 

   契約事業所と同一法人の別事業所でサービス提供を受ける場合はどうです

か。 

 

Ａ14．指定権者の裁量において、契約に当たって本来必要な最低限の手続きを事後的

にしていただく取扱いとして差支えありません。 

   また、新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、手続きに支障がなくなったと

きは、速やかに契約を結んでいただきますようお願いいたします。 

 

 

Ｑ15．学校等が臨時休業その他新型コロナウイルスに関する理由により、急遽、指

定申請上のサービス提供日やサービス提供時間を変更する必要が生じたとき、

運営規定等の変更をせずサービス提供することは可能ですか。 

 

Ａ15．本来は運営規程等を変更する必要がありますが、必要な届け出を事後的に行う

ことを認める等、柔軟なサービス提供が可能となるよう、配慮をお願いいたしま

す。 

ただし、利用者の混乱を避けるため、利用者全員に対して変更の周知を行って

いただきますようお願いいたします。 
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Ｑ16．新型コロナウイルスの感染拡大防止等のため、あらかじめ届け出た場所と別

の場所でサービス提供を行うことはできますか。 

 

Ａ16．可能として差支えありません。柔軟なサービス提供が可能となるよう、必要な

届け出を省略することも差し支えありません。 

 

 

Ｑ17．新型コロナウイルスの感染拡大防止等のため、指定申請時に届け出ていた職

員が同一法人内で別事業所へ出勤したり、急遽新たな職員を雇用して支援を行

う場合、体制届等の変更を省略してもよい取扱いにしても差支えありません

か。 

 

Ａ17．指定権者の裁量において、新型コロナウイルスの感染拡大防止等のため緊急の

対応が必要なときは、本来必要な届出を事後的に行うことを認める等の取扱いと

していただいて差支えありません。 

 

 

Ｑ18．学校等が臨時休業するなどして長時間の支援が必要となったとき、事業所の

受入体制で午前のみ、又は午後のみしか受入ができない場合に、１人の児童が

午前と午後にそれぞれ１か所ずつ、１日に２カ所の事業所を利用することがで

きますか。 

 

Ａ18．やむを得ないと認められる場合は差支えありませんが、あらかじめ事業所間で

調整し、請求を行う事業所はどちらか１か所のみとしてください。 

事業所間の調整に当たっては、上限額管理事業者において利用者の利用状況を

把握していただく等、重複請求が生じないよう都道府県等による周知をお願いし

ます。 

なお、事業所間の協議により、いずれか１か所の事業所に支払われた報酬につ

いて、事業所間の協議により按分等の方法で分配していただくことは可能です。 

 

 

Ｑ19．報酬算定に当たって事前の届出が必要な加算について、届出をせずに請求を

行うこととしても差支えありませんか。 

 

Ａ19．指定権者の裁量において、学校等の臨時休業その他新型コロナウイルスに関す

る理由により、緊急の必要があるときに、本来必要な届出を事後的に行うことを

認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。このとき、指定権者にお

いては、指定事業所の台帳情報を更新して加算算定可能にしておく必要がある点

に御留意ください。 
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特に、学校が臨時休業をする地域では、通常の営業時間と異なる時間のサービ

ス提供を行うケースが多くなると考えられることから、延長支援加算の適用につ

いてはご配慮ください。 
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２ 学校等が臨時休業するときの柔軟な取扱い 

 

Ｑ20．新型コロナウイルスの感染防止対策のため、学校が分散登校等を行うことに

より、通常の授業の終了後の利用開始時間より前から利用する障害児について

の報酬は、授業終了後の報酬と、学校休業日単価のいずれを算定するのでしょ

うか。 

 

Ａ20．学校休業日単価を算定するものとします。（令和３年９月サービス提供分からの

取扱い） 

 

 

Ｑ21．学校休業日単価となることにより、１日の開所時間が６時間未満の場合は開

所時間減算が発生しますが、通常どおり適用しますか。 

 

Ａ21．開所時間減算については基本的に通常どおり適用されるべきですが、職員配置

や利用に係る調整を行う必要があると考えられることから、市町村の判断により

開所時間減算を適用しない取扱いを適用しても差し支えありません。 

 

 

Ｑ22．学校の臨時休業に伴い、放課後等デイサービス事業所の人員配置等が整わな

い中で、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童を含め、児童の受け入れ

が求められる場合も想定されますが、人員配置等が整っていないことを理由

に、受け入れる児童の数を少なくしたり、事業を休業することができますか。 

 

Ａ22．可能です。 
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 なお、「新型コロナウイルス感染症防止のための障害児通所支援に係るＱ＆Ａについ

て（その２）」（令和２年６月 30 日付け事務連絡。以下「旧Ｑ＆Ａ」という。）に掲載さ

れており、令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等を踏まえ、本Ｑ＆Ａで修正又は

削除したＱ＆Ａは以下のとおりになります（番号は旧Ｑ＆Ａのものです）。 

 

【 Ｑ３、Ｑ４、Ｑ７、Ｑ11、Ｑ21、Ｑ23、Ｑ24、Ｑ26、Ｑ27、Ｑ28 】 
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